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概	 要  
医療先進国と考えられている日本であるが、今後の人口減少が明らかとなってい
る中で、医師を含め医療従事者が、今後社会に求められる医療に対して明確なビジョ
ンを持ち、十分な医療組織運営がなされているとは考え難い。特に私の所属する外科
領域では、外科志望の若手医師減少が著しく、後継者の確保が難しくなっている。さ
らに、私の専門領域である小児外科では、少子化が進み、若手小児外科医が患児の治
療を行う機会が激減している。これらの問題を現場で働く医師がどの程度把握し、将
来に関して疑問や危機感を抱いているのか分析することは非常重要なことであると考
え本稿の目的とした。	
	 はじめに、背景となる医療・病院の現状、医療の質、医療の問題について研究した。
分析過程において、職務満足度とモチベーションが将来予測の危機感に繋がると考え、
危機感について追加研究を行い、現場の小児外科医師にとっても避けられない問題で
あることをどの程度認識し、危機感を抱いているかを把握する目的で、小児外科医師
を対象に意識調査を実施した。調査は 2017 年 9 月 1 日～30 日の期間で施行し 62 名か
ら回答が得られた。小児外科医療事情を背景に、今後の医療に対する危機感を 26 質問
項目で因子分析を施行した。因子抽出には主因子法を用いて実施した。パターン因子
分析より、5 因子「満足度」,	「人材と組織」,「危機感・将来性」,「医療の質」,「責
任感」に分類し、「危機感・将来性」を従属変数とし、他 4 因子と「属性の各項目」
を独立変数として分析を行った。係数より、小児医療の危機感・将来性に対して、「満
足度」と属性項目の「地域（地方である）」は有意差を持って影響を及ぼしているこ
とが明らかとなった	
	 本稿で得られた職務満足度が高い医師ほど現状をよく把握し、医療の将来を見据え
た準備として危機感を募らせている。これは本稿で定義した“危機感”に矛盾しない
結果であり、「正の危機感」と言えよう。一方で既に少子化の進んだ地域では、医師
は専門職が故に、患児の状況が改善すれば、職務達成度から高い満足度は得られが、
日々の診療に追われ将来が見えない不安にかられている。これは自己の成長欲求を奪
いかねない「負の危機感(不安感)」である。将来を見据えた建設的な議論を行うため
には、日本の医療の立ち位置を俯瞰的に見た冷静な判断が求められている。自己のモ
チベーションを確保すると共に、将来の明確なビジョンを冷静に確定することで、我々
医療界が直面している問題に対する不安感はなくなり、ポジティブな危機感に変換す
る事が可能となる。	
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1．はじめに 
1.1 研究の背景 
	 医療とは、狭義には診療(診断と治療)、医の行為 (medical care)に限られ、広義には
健康全般に関するケア（health care）を意味する言葉である1。このケアの中には更に、
保健・医療・福祉を含み、診療を含む医療機関のすべての業務が含まれる。医療を行
う上では、これらのケアに関する全てのマネジメントが必要であり、組織運営・経営
が非常に重要な要素となる。そして、医療を提供する側が常に考え無くてはならない
ことは、広義の医療も含めた社会（国民や患者）が求める医療を提供しなければなら
ないということであり、これらを提供する無理のない組織運営の構築が必要とされて
いる。しかしながら、医療の世界は極めて文化性が高く、国・地域、時代背景により
内容が規定されるため、医療制度は頻繁に改定され、複雑になり、医療従事者でさえ
全てを理解することは難しい状況にある。 
	 	
1.2 研究の目的 
	 2015 年発表の国勢調査で人口減少が実際に確認され、総人口が約 1 億 2709 万 5000
人となり、5 年前の前回調査に比し約 96 万 3000 人減少した。これは 1920 年の初回調
査から約 100 年経過して初めてのことであり、大きな分岐点に差し掛かったことにな
る。また、2016 年の年間出生数が初めて 100 万人を下回り、97 万 6979 人に留まった
ことは衝撃的な数値である。さらに、国立社会保障・人口問題研究所2が「日本の将来
推計人口(2017)」を 5 年ぶりに改定し、その中で日本の総人口が 40 年後には 9000 万人
を下回る予測を示し、今後の日本の総人口の増加は認められないとしている。  
	 医療先進国と考えられている日本であるが、今後の人口減少が明らかとなっている
中で、医師を含め医療従事者が、これからの社会に求められる医療に対して明確なビ
ジョンを持ち、十分な医療組織運営がなされているとは考え難い。特に私の所属する
外科領域では、新臨床研修医制度3が開始された頃より、外科を志望する若手医師の減
少が著しく、後継者の確保が難しくなっている。さらに、私の専門領域である小児外
科4においては、少子化が進み、若手小児外科医が患児の治療を行う機会が激減してい
る。これらの問題を実際の臨床の現場で働く医師がどの程度把握し、将来に関して疑
問や危機感をどの程度抱いているのかについて分析することは非常重要なことである
と考え本稿の目的とした。  
 
                                                   
1	佐藤純一	「医学」『医療社会学を学ぶ人のために』	進藤雄三/黒田浩一郎(編)、世界思想社(1999)	
2	1996 年に、厚生省人口問題研究所と特殊法人社会保障研究所の統合によって誕生した。厚生労働省
に所属する国立の研究機関であり、人口や世帯の動向を捉えるとともに、内外の社会保障政策や制度
についての研究を行っている。	
3	2004 年 4 月 1 日より開始されたプライマリ・ケアを中心とした幅広い診療能力の習得を目的として、2
年間の臨床研修を義務化するとともに、適正な給与の支給と研修中のアルバイトの禁止などが定められ2	1996 年に、厚生省人口問題研究所と特殊法人社会保障研究所の統合によって誕生した。厚生労働省
に所属する国立の研究機関であり、人口や世帯の動向を捉えるとともに、内外の社会保障政策や制度
についての研究を行っている。	
3	2004 年 4 月 1 日より開始されたプライマリ・ケアを中心とした幅広い診療能力の習得を目的として、2
年間の臨床研修を義務化するとともに、適正な給与の支給と研修中のアルバイトの禁止などが定められ
た。スーパーローテーション制度とも呼ばれている。	
4	小児外科とは 0 歳から 15 歳までの小児患児を対象とし、手術により治療を行う外科。	
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1.3 危機感を題材に選んだ理由 
	 現在小児外科医療を提供している医師が、医療の現状をどのように感じ、理解し、
これまで築き上げてきた医療の質を維持・向上するために、どのような方向へ進むべ
きかについて検討するきっかけとなることが本稿の目的であり、目標である。また、
現状を共通の認識で理解する目的で、“危機感”と題して問いかけることで、それぞれ
の環境における問題点や小児外科の狭い領域だけではなく広い視野で問題を捉えられ
るのではないかと考えた。本研究によって導き出された結果・気付きを、臨床の場に
フィードバックし、これからの医療組織改革に貢献する事こそが、明確なビジョンを
持った危機感となり得るだろう。	
	 	
 6 
2．業界分析  
2.1 医療組織 
	 病院とは 20 床以上の入院施設を有し、科学的かつ組織的な医療を提供する医療機関
をいう（医療法第 1 条の 5）。20 床以上は必要条件であり、後段の“科学的かつ組織的”
運営が達成されて初めて病院といえる。医療法の規定を満たすためには、“科学的かつ
組織的”運営を基本概念とする質管理の考え方や方法を導入することが求められてい
る。	  
病院は組織的な医療提供を行い、社会復帰を目指すことを目的とする組織である。組
織の中心には医師がなることが多いが、多職種の連携と協力がなければ成立しない。
多職種の連携が必要となることから労働集約性の高い職種であるとも言える。また、
高水準のより良い医療の提供を行うためには施設設備・医療機器等を整備する必要が
あり、資本集約性も求められる特徴がある。更に、病院内にはケア（診療・診断・治
療）を行う医療管理組織と経営管理を行う組織が存在する。良質な医療の提供のみで
病院経営が可能な時代も過去には存在していたが、社会経済の変化、医療制度改革、
医療費抑制により、良質かつ効率的な医療が求められており、経営管理の重要性が高
まっている。しかしながら、医療の現場としては治療が必要な患者の病態には差があ
り、求められる医療は異なるため、高度医療技術が求められる場合には、莫大な医療
費の負担が強いられる。また、病院の規模にもよるが 24 時間常時、診療可能な受入れ
体制を整えることが求められるため、効率化が難しい組織であると考えられている。  
	 病院の組織は設立主体により、国立・独立行政法人（旧国立等）・公立・公的・私立
（公益法人・医療法人・企業・個人・その他）に分けられ、設立主体により、運営方
法も様々である。急性期医療を担う病院、慢性期医療を担う病院に大別され、地域に
おける求められた役割を果たすために機能している。医療機関は一部の専門病院を除
けば、対象となるのは周辺住民であり、対象が個別性であり、個別対応が必要で、極
めて地域性の高い特色が有る。さらに、医療は治療経過と結果は予測困難であり、新
たな治療法の適応や拡大により、不確実性要素が増加している。また、医療行為は侵
襲を伴い、患者側へのリスクだけではなく、医療提供側にも適切な治療を提供できな
い場合には責任が求められるため、異なるリスク性が要求される。  
	 これらの状況に対応可能な組織として、病院内部の医療組織は各部署、職種、機能
の組織枠を超えた連携が求められており、横断的組織運営理論が必要とされている。	
 
2.2 日本の医療の質 
	医療機関は、常に提供する医療の質の向上を求められている。“医療の質”を考える
上で、“質”とは何かと定義すると、ISO（International Organization for Standardization）
では、質とは本来備わっている特性の集まりが要求事項を満たす程度と定義している。
質とは顧客要求、顧客満足を意味し、要求の上限はないため、満足を得られるのは一
過性でしかなく、常に継続的な質の向上に対する努力を続けることが必要とされてい
る。	
	 質 Q (large Q) の要素として、製品・サービスの質 q（small q）と価格 C（cost）、提
供の仕方 D（delivery）といわれ、Q=f（q・C・D）と表わされる（図 1）。医療の質の
要素は、q-1:設備・機器の質、q-2:診療の質（技術・能力・成果）、q-3:付帯サービス
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の質（接遇・その他）、D:提供体制の質（制度・組織・運営）、経済性（費用対効果・
効率性・支払制度）であり、目的達成の順番としては q・D・C の順が望ましいとされ
ている 5。	
	
図 1:	医療の質の要素	
 
（出所）全日本病院協会	病院のあり方に関する報告書(2011)より、筆者作成	
 
医療の質を評価する上での問題点は、医療はサービス業であり、医療の提供は個別単
位で行われる。また、社会的な背景により医療の質の評価は影響を受けることにある。
したがって、医療の質は絶対評価ではなく、医療を提供される患者のニーズに対する
期待との相対的評価とならざるを得ない。この問題に対して、2003年の閣議決定によ
り、医療の標準化による効率化と継続的質向上を目的にDPC/PDPS6（Diagnosis Procedure 
Combination/ Per-Diem Payment System：包括医療費支払い制度方式）が導入された。
DPCは従来の診療に応じた点数の出来高払い方式とは異なり、入院期間中に治療した
病気の中で最も医療資源を投入した1疾患のみに厚生労働省が定めた1日当たりの定額
の点数からなる包括評価部分（入院基本料、検査、投薬、注射、画像診断など）と、
従来どおりの出来高評価部分（手術、胃カメラ、リハビリなど）を組み合わせて計算
する方式である。DPCには種々の問題があり、導入当初は臨床の場で混乱が生じた。
しかし、標準化によってもたらされた恩恵は、他施設、あるいは、自施設の時系列で
の比較検討が可能となり、質の評価につながった。つまり、共通の物差し（基準）と
いう意味で、DPCは極めて有用となっている。標準化とは、質を落とすのではなく、
ばらつきの縮減であり、安定化を及ぼす質管理（Quality Management・Quality Control）
の基本である。また、診療の標準化は、病院運営の標準化を推進する点でも今では不
可欠な重要事項である。さらに、厚生労働省では根拠に基づく医療（Evidence based 
medicine: EBM）の浸透や、患者・国民による医療の質への関心の高まりなどの状況を
踏まえ、2010（平成22）年度から「医療の質の評価・公表等推進事業」を開始してい
る。本事業では、患者満足度や、診療内容、診療後の患者の健康状態に関する指標等
を用いて医療の質を評価・公表し、公表等に当たっての問題点を分析する取組みを助
成している。  
	 医療の質を考えるとき、患者にとって決定的に重要な問題点の改善、つまり、患者
の要望や不満の大きい点、重要な点からまず先に改善していくことが望まれる。医療
                                                   
5 全日本病院協会  病院のあり方に関する報告書	 医療の質 (2011) 
6 DPC 制度 (DPC/PDPS)は、閣議決定に基づき平成 15 年に導入された、急性期入院医療を対象とした診
療報酬の包括評価制度である。 (中医協	 総 -3-1 23.1.21)	
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は社会生活において極めて重要な分野である。しかしながら、近年では、経済的理由
が重要になっている。国家や地域社会に財政的な余裕があった時期には、国民の僅か
の努力で安全と健康が維持できていた。受診では、我が国では、「いつでも･どこでも･
誰でも」受診の機会が保証されていることは、当たり前（当たり前品質）である。現
在でも、諸外国では、医療機関への受診は制限があり、我が国の状況は非常に恵まれ
ている（魅力的品質）。経済成長が大きく後退した今日、医療費の持続的な上昇が (図
2)、相対的に国家財政を圧迫している。この傾向は、全世界的な問題であり、明確な
解決策は存在せず、どの国も試行錯誤の状況である。その中でも現在の日本の国民医
療費と健康指標は高く評価されている。日本の医療の質を国際的に評価した報告が医
学ジャーナルの最高峰である Lancet7に掲載された。医療の質を示す the Healthcare 
Quality and Access Index（HAQ index:保健医療の質とアクセス指数） 8が 89 点で、世界
195 カ国中 11 位であり、同じ社会・経済状況の国々と比較した場合には世界最高レベ
ルの医療の質を提供していると評価されている。日本の HAQ index は 1990 年より常に
右肩上がりに上昇傾向にある（図 3）。	
図 2:	医療費の推移	
  
（出所）厚生労働省保険局(平成 28 年 3 月)より、筆者作成  
図 3:	HAQ	index:保健医療の質とアクセス指数  	
（出所）Lancet(2017)より、筆者作成  
                                                   
7 Lancet: 1823 年に創刊された英国の医学雑誌。最も権威ある医学雑誌。医療改革をもたらすような質の
高い臨床実験の報告や、グローバルヘルス（国を超えた協力・連携が不可欠となっている地球規模の課
題として保健医療）に対しても深く関与しており、世界のあらゆる地域の研究・分析も幅広く掲載する	
8 the Healthcare Quality and Access Index（保健医療の質とアクセス指数）  
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	 医療従事者が望ましいと考える医療とは、国民や患者の多様な要望に迅速かつ適切
に応えて、良質かつ効率的に提供する医療である。病院の理念や方針に基づいて、自
分の立場を理解し、その場で的確な判断をして役割を果たすことである。医療従事者
は、専門職者が多く、自分の役割や責任として、仕事として、常に提供する医療の質
をいかに向上させるかについて努力を惜しまなかった。しかし、制度の問題や、国民
や患者のとどまる所のない要求水準の上昇に、今では応えられなくなっている。その
ために、医療従事者が安心し誇りを持って働ける状況がなくなってきており、それが、
昨今の医療崩壊、病院崩壊という形で表現されている。  
	 質の高い医療を持続的に提供するには、 (1)エビデンスや費用対効果に基づいて診療
の意思決定を行う医療文化、(2)医療政策・診療報酬、(3)現場医療従事者の自浄努力が
必要である。限られた医療費の中で、より生産的かつ効率的な方法で、個人としても
システムとしても機能させるような工夫や考え方を，現場に取り入れる必要がある。
そのためには、各医療スタッフの専門性を高めるとともに、それぞれの業務・役割を
拡大し、かつ、各スタッフが互いに連携することで、患者の状況に的確に対応した医
療を提供することが重要である。  
 
2.3 日本の医療制度 
世界の医療制度を医療の財源とそのサービス提供の面から判断すると、医療制度は以
下の 3 つに大別される9。  
①	国営システム：国税を財源として、国民全般に無料で医療サービスを提供する制度。
医療機関も公的医療機関が中心である。イギリス北欧諸国が利用している制度  
②	社会保険システム：国民のほとんどが医療保険に加入し、その保険料を医療費の財
源とする制度。医療機関は開業が自由で、医療機関の選択も自由に行われる。日本、
ドイツ、フランスで施行されている制度  
③	民間保険システム：アメリカの医療の仕組み。国民への公的な医療保障制度は限ら
れ、国民一般には公的医療制度は適応されず、民間保険に加入している。  
日本の医療制度の特徴は 1) 国民皆保険制度 10、2) フリーアクセス、3) 開業の自由、
4) 民間医療機関中心の医療提供体制が挙げられる。日本では当然の体制であっても、
他国では必ずしも通用しないことがある。日本に国民皆保険制度が設立されてから 56
年が経過したが、国民皆保険制度により、保険医療の普遍性がなされ、国民の平均寿
命が今では世界一となり、医療先進国と呼ばれるまでに至っている。国民皆保険制度
は社会的には公平性が強調されるが、それは、経済的な基盤が安定してこそ成り立つ
制度であり、昨今の経済状況や医療費の高騰においては、保険医療そのものの財政的
な土台に歪みが生じ、格差社会が生じている。社会の不公平の増加は、保健医療の社
会的決定要因も悪化するということであり、国民の健康状態は悪化し、保健医療サー
ビスへの需要も増える事となる。さらに医療費の増大と高齢化によって、国民皆保険
                                                   
9	厚生の指標 2016 年 8 月第 63 巻 8 号	
101961 年に確立された国民すべてが何らかの医療保険制度に加入し、病気やけがをした場合に医療給付
が得られる制度	
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制度の存続が危ぶまれている。また、医療においても市場原理の導入が強調され、医
療が経済情勢の変化に振り回される状況にある。市場原理は、需要と供給のバランス、
費用と収益とのバランスに基づくものであり、再生産可能な仕組みのはずである。社
会基盤・社会資本としての社会保障のあり方が今問われている。国民が求める医療の
内容に相応の医療費負担が必要であるという当然のことを、まずは理解しなければな
らず、市場原理導入を求めて、かつ他方では公共性という名の下に、更には、医療は
特殊であるとして、原価を超えた、経済原則に合わない高度かつ良質の医療の提供を
求めている。営利・非営利に関わらず、再生産可能な仕組みが必須である。低い負担
（保険料、自己負担金）で、いつでも、どこでも、誰でも、最高の医療を求めている。
それを当然のこととしていることが問題である。急速な高齢化が進む日本では、65 歳
以上の人口がこの 60 年間で 4 倍、人口の 23%にまで達している。日本は健康的に年を
取ることを示すよい例となっており、さらに長生きをするということが、健康医療問
題であるばかりではなく、社会的な課題として議論し対処していかなければならない
ことを示している。国際的には、日本の医療システムは高く評価されているが、 ISSP
（国際比較調査グループ）が 2011 年に「この１年間に医療機関を受診したか?」11を調
査した所、日本は 64％と参加 31 か国のなかで最高でした。これは日本では「思い立っ
たら気軽に医療機関を受診できる」ことを示しているが、満足していない人も多いと
報告されている。その要因として、国民医療費の多くが 70 歳以上に使われ、その財源
を負担する現役世代の負担感が高まっていることが、医療制度への不満として現れて
いる可能性がある。今後保険医療システムの持続に欠かせないのは、保険医療を支え
ている現在の若い世代とのコミットメントである。また、医療従事者と患者間の意思
疎通を増やし、意識のずれを最小限に留めることが必要である。  
2.4 日本の医療問題 
現在の日本の医療が抱える様々な問題の中で、本稿の小児医療に関して直接関連性の
有る、少子高齢化社会、小児医療の地域格差、小児外科医療の問題について述べる。	
   
  2.4.1 少子高齢化社会 
	急速な高齢化が進む日本では、65 歳以上の人口がこの 60 年間で 4 倍、人口の 23%に
まで達している。一方で、厚生労働省の公表した人口動態統計12によると、2016 年の
出生数は 97 万 6979 人で、1899 年に統計をとり始めてから初めて 100 万人を割り込ん
だ。2017 年の出生数はさらに減少し 94 万 1000 人となった。１人の女性が生涯に産む
子どもの数（合計特殊出生率）は 1.44 と前年を 0.01 ポイント下回った。出産適齢期
の女性の減少が少子化に拍車をかけている。16 年は 30～34 歳の出生率が 11 年ぶりに
低下した。05 年の 1.26 を底とする出生率の回復基調は 30 代の出産が支えていた。少
子化が進めば、さらに人手不足は深刻さを増し、成長の足かせになる。現役世代で支
える年金や介護の社会保障制度も存続が難しくなる。今後は年金と同様に、加入した
医療保険によって、受けることができる医療の範囲や内容に差が生じ、保険では必要
                                                   
11	村田ひろ子／荒牧	央	 日本人はなぜ医療に満足できないのか～ISSP 国際比較調査「健康」から～	
「放送研究と調査」Nov.2014	56-67	
12	厚生労働省人口動態統計 2016,2017	
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最低限の医療しか保障できない可能性がある。国として、地方自治体として、医療機
関として、どのように対応するかが問われている。どこまで医療費を確保ができるか
により、提供できる医療の質が決まることとなる。	
  2.4.2 小児医療の抱える問題  
	小児医療は、少子化が進行する中で、子どもたちの生命を守り、また保護者の育児面
における安心の確保を図る観点から、その体制の整備が重要となっている。2015年に
発表された小児科学会の小児医療提供体制に関する調査報告書の中から、特に地域性
に関わる問題点を提示する13。	
・自治体による医療圏設定の問題	
交通の発達など社会的情勢の変化により生活圏は著しく変化している。大都市圏にお
ける極端な人口集中により大都市近郊では人口規模が大きくなり、距離のみの医療圏
設定は実態と適さない傾向も生じている。こういった医療圏設定の問題に対して、都
道府県内の医療圏を疾病や分野ごとに即した形で再設定しているような都道府県もあ
るが、多くは旧来の医療圏設定のままである。さらに、都道府県の境を超えた広域化
に関しては、奨励されているものの、都道府県が現時点で最終医療圏とされている現
実から、実質的には行われている地域はない。同一医療圏内に複数の中核病院小児科
や地域小児科センターが存在し、地域小児科センターと地域振興小児科が併存してい
る地域では、このような役割分担がなされているところが多い。集約化することでメ
リットが得られると考えられがちだが、集約化の必要性はかなり地域の事情に拠って
おり、医療圏の再設定が喫緊の課題である。	
・大学との関連など地域における医師の連携	
客観的には集約化や重点化、あるいは分散化を行った方がよいと考えられる地域にお
いて、最適化が比較的早く進んでいる地域と、最適化の速度が遅い地域がある。これ
らの地域の差には、同一地域内に複数の大学病院や子ども病院が存在すること、複数
の大学関連病院が存在すること、これらの連携の成熟度によって最適化の速度が異な
る。また、地域医師会や行政との連携の濃度によっても、この最適化の速度が異なり、
同一医療圏内での各関係者の連携が大変重要であることがわかる	
・大都市圏における問題	 	
大都市圏においては、人口規模の割には、地域の面積が大きくない場合、高次医療圏
が実際には都道府県を超えて存在する場合が多い。また、人口規模が大きく、多種多
様な価値観に合わせた小児医療提供のあり方が存在していることも特徴としてあげら
れる。このため、小児医療提供体制の基本的な骨格と適合しない場合も多い。	
・小児医療の質の変化への対応	
小児医療提供体制整備において、最終的な目的が地域全体として、持続的に診療の質
を高めていくことであり、分野や地域により医療提供の形が大きく異なることを考慮
すると、医療提供の形ではなく、提供している診療の質を最適化する方向での体制整
備である必要がある。小児医療の分野における多様性を考慮すると、疾病登録の充実
                                                   
13 日本小児科学会雑誌 (2015)119:10,pp1554-1555 
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や、DPCデータなどの解析などより客観的に診療の質が継続的に観察でき、地域格差の
ないフィードバックできる体制が必要である。	
・行政関係者の関与	
地域によっては、小児の医療提供体制整備が救急のみに即しているなど、小児医療の
実情に関する理解が十分に行政に伝わっていない。各地域のモデル案策定委員会が、
ぞれぞれの自治体の関係者とより緊密な連携を構築している必要がある。	
・中核病院小児科同士の連携	
希少疾病など、高次医療圏で医療が完結できない小児医療領域も多い。少子高齢化を
見据えると、医学教育という側面を含め、中核病院小児科同士の連携が必要不可欠と
なってきている。	
・小児科の労務環境の改善	
小児医療提供体制が集約化され、さらに重点化された地域も多く、これにより労働時
間は短縮された。しかし、35	歳未満の小児科医師のうち、女性が50％弱を占め、今後
継続可能な医療体制を早急に構築することが求められている。また女性医師を中心に
柔軟に勤務する小児科医が増える傾向にある一方、職場復帰のための再研修制度は多
くの病院で整備されておらず、いまだ解決できていない問題も多い。	
・小児医療の質的変化	
ワクチンの普及や小児医学の進歩、さらに少子高齢化により、一般市中病院を中心に、
小児科患者が全般的に軽症化しているとともに、重症疾患の慢性化が進み、今後は、
このような重症疾患が一般小児医療や在宅医療の現場で提供されていくようになると
考えられる。このため、小児医療提供の現場が二極化されていくことも予想される。
このように小児医療の質的変化がすでに始まっており、将来像を見据えた小児医療提
供のあり方を検討し、必要に応じて変化していく必要がある。	
 
2.4.3 小児外科医療の問題 
	 小児外科とは、出生後すぐの新生児から 15 歳までの主に腹部疾患の外科治療を行う
専門分野である。いわゆる小児の内科治療を行う「小児科」とは異なり、小児外科は
母体を日本外科学会とし、その中でもサブスペシャリティ部門として独立した小児外
科学会に属している。小児外科は外科、小児医療のいずれにおいても非常に専門性が
高い。既述の小児医療の質的変化や人口減少・少子化の加速する今後の日本において、
成人領域の診療とは異なり、症例数の限られた中において、これまで築き上げられた
小児外科領域における質の高い医療の提供、後継者となる若手小児外科医の育成は非
常に難しい状況にあると考えられる。なぜなら、小児外科医は小児医療全般としての
ジェネラリストとしての小児医療提供ではなく、より専門的な外科治療の提供を行う
エキスパート14の育成が必要とされており、実症例の経験が求められるからである。	
	 各分野のエキスパートを育成する専門医制度は、各種学会などが独自にその運営を
担い、必ずしも統一した基準が設けられていないことが長年にわたり課題として指摘
され、専門医の質を担保し、国民にわかりやすい制度とするための議論・検討が行わ
                                                   
14 アマチュア（amateur）との対語で、熟練者を指し、知識、技術の習得のレベルの違いを表現している。
「心臓手術のエキスパートである○○医師」という表現も、知識、技術の習得レベルの高さを示すもので、
専門職業人であるプロフェッションとは区別される。  
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れてきた。2013年4月、厚生労働省内「専門医の在り方に関する検討会」の答申が公表
された。また、日本専門医制評価・認定機構からは、研修プログラムに基づく専門医
制度整備指針（第4版）が公表された。2018年度より新専門医制度が開始となるが、新
専門医制度に関しては、未だ不透明であり、賛否が分かれている。その中で、日本小
児外科学会が認定する小児外科専門医とは「こどもを安心して預けることができる外
科医」のことを示す。「安心して預けることができる」ことの中には「他の適切な施
設に転送する判断ができるいしである」ことも含まれている。自己の力量だけでなく、
設備や人員をも含めた総合的な立場から最も正しい治療法を選択できると認められた
ものが小児外科専門医となる。研修医を終了してから小児外科専門医を取得するまで
には最低でも5年間小児外科に専従15しなければならない。2018年1月現在で学会に登録
されている小児外科専門医の数は303名であり、以下の条件を全て満たした小児外科専
従医が認定される。また、小児外科指導医とは、小児外科医を目指している若い医師
を指導できる十分な小児外科の力量と経験を備えた医師の事を示す。指導医となる条
件は他の学会の専門医よりもかなり厳しいもので、取得までに最低15年必要とされ、
日本小児外科学会が厳正に審査して認定している。特に手術経験数は非常に高レベル
の水準が要求されており、2018年1月現在日本全国で243名が指導医として活躍してい
る。申請基準は非常に厳しく、専門医取得後から約10年を要するため、手術症例の少
ない地域では、申請に必要な症例数を経験できないために、指導医の申請を諦めてし
まうこともある。また、学会が主体となり、症例の少ない地域より優先的に首都圏等
の大都市部への研修を斡旋する方法も試みられたが、研修派遣中の代替え医師の派遣
がないため、小児外科医が不在となることを恐れて、これまでに数名が利用したのみ
で継続的な使用がなされていない。また、都市部の小児外科専門医においては十分な
症例経験があるにも関わらず、規定論文数が足りないことにより申請できない状況も
ある。これは、個人的な問題も考えられるが、昨今の論文アクセプト基準から判断す
ると、他のアジア地域では子供の数が爆発的に増加しているために、圧倒的な症例数
をまとめた論文の投稿がなされたことによるものと、欧米諸国では国や諸国との協同
研究を推進したインパクトの有る報告がなされるようになったことから、論文のアク
セプトの状況が厳しくなったことも原因である。日本小児外科学会でも2015年頃より、
単施設からの症例報告ではなく、国内全ての施設との連携によるチーム編成を基にし
た論文作成が行われるようになってきたが、既に海外施設に比し数歩遅れた状況であ
る。また、昨年より、専門医・指導医の申請基準の見直しを行う動きが、日本小児外
科学会の専門医委員会で検討されるようになった。これまでの質に拘りを優先するの
か、少子化・人口減少を加味した新たな基準の設定を行うのかはまだ結論が出ていな
い。意見の分かれるところである。	
	
	
	
	
                                                   
15 日本小児外科学会の規定では、外来・入院を問わず、小児外科の診療のみ行なっており、成人の診療
には全く関与していない状態（当直勤務としてのみ成人の診療を行った場合は専従としている）  
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<小児外科専門医の条件>	
1．日本国の医籍を有すること	
2．認定施設において、小児外科の研修を研修医として通算 3 年以上行っていること	
3．外科医として 7 年以上（うち５年以上は臨床研修とする）の経験を有すること	
4．外科専門医あるいは日本外科学会認定登録医の資格を有すること	
5．小児外科に関する筆頭者としての研究論文および症例報告を、それぞれ 1 篇以上、
およびその他の論文を 3 篇以上発表していること。ただし、筆頭論文のうち 1 篇は日
本小児外科学会雑誌に掲載されていること	
6．学会、地方会または研究会において小児外科に関する発表を、演者として３回以上
行っていること	
7．別に定める臨床実績（専門医制度付則第 2 条）を持ち、かつ最近の５年間に専門医
更新に準じた臨床実績を有すること（資格更新に必要な履修歴および移行措置第２条）	
8．申請の時点で、引き続いて３年以上本学会々員であること	
9．本学会の行う筆記試験に合格していること	
10.	 研修月数が 36 ヶ月以上に達していること	
11.	 以下の手術経験を有すること	
	 a．小児外科手術 150 例以上の執刀経験	
	 b．新生児 20 例以上の手術経験(少なくとも 10 例は執刀経験とし残りは助手でも可)	
	 c．５歳以下乳幼児 100	例以上の執刀経験	
	 d．鼠径ヘルニア類 100	例以上の執刀経験	
	 e．鼠径ヘルニア類以外 50	例以上の執刀経験	
	
<小児外科指導医の条件>	
1. 日本国の医籍を有すること	
2. 外科医として 15 年以上の経験を有すること	
3. 小児外科を 10 年以上専攻していること(うち 5 年以上は専従していること)	
4. 小児外科に関する発表 10	回以上、筆頭者としての論文 10	篇以上を有すること	
5. 別に定める臨床実績を有すること	
6. 申請時に本学会々員であり、かつ通算 10	年以上本学会々員であること	
7. 専門医の資格を有すること	
（指導医臨床実績条件）	
1．新生児例 40 例以上、非新生児例 40 例以上の執刀経験が必要	
2．1)の例数は執刀例が原則ですが、規定例数の 10％までは「指導助手」例を含むこと
が認められる	
3．専門医と異なり、下記についてそれぞれ 1 例以上の執刀経験が必須とする	
新生児：先天性食道閉鎖症、腸閉鎖症（または狭窄症）、横隔膜ヘルニア、臍帯ヘル
ニア（または腹壁破裂）のそれぞれに対する根治手術、および消化管穿孔	
非新生児：ヒルシュスプルング病根治手術、高位・中間位鎖肛根治手術、悪性腫瘍（全
摘または亜全摘）、胆道閉鎖症根治手術	
4．新生児では、上記のほかに手術の種類についての指定はないが、数だけでなくて種
類も審査の対象となる。胃瘻造設術、幽門狭窄症根治手術、中心静脈・ECMO などのカ
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テーテル挿入術、低位鎖肛の cut	back 手術、鼠径ヘルニア手術などの手術数には上限
（1 疾患につき 4 例、最大 12 例まで）がある	
5．非新生児の経験症例は、すべて前記の 4 疾患あるいはこれに準ずる疾患でなければ
ならない。準ずる手術・疾患の判定は委員会が行なうため、余裕のある数の提出が求
められる。	
6．提出された手術経験例の種類は、指導医としての見識を示す指標として評価される	
7．認定研修施設での執刀例、指導助手例は、年次報告または NCD に登録されている必
要がある。	
	
2018 年 1 月 1 日現在、日本小児外科学会ホームページに掲載されている小児外科専門
医・指導医の各地域の状況をまとめると(図 4)、福井県のように専門医・指導医いずれ
も在籍しない地域も認められるが、大都市圏では数字の上ではエキスパートの育成が
十分確保されている。専門医・指導医を公平に分配することで地域格差をなくし、医
療の質を保つことは少子化の進む中では、困難な領域であると考えられる。小児セン
ターやこども病院、大学病院のような拠点施設での症例の集約化が必要であり、同じ
ことを集中的に行い医療の質を向上させるエキスパートの育成が必要である。	
 
図 4:	日本の小児外科専門医・指導医数	
 
（出所）日本小児外科学会ホームページより、筆者作成	
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3. 危機感 
3.1  危機感の定義   
危機感とは、今のままでは危ないという不安や緊迫感と定義されている(三省堂	大辞
林)。これから起こり得る状況予測をした上で、現在の状況・状態がどのように脅かさ
れるのかを不安に感じることとも理解される。危機感を持つにはまず現在の状況を切
実に感じるために自己・自分が脅かされるという状況にすることが重要である。さら
に、個人の危機感を周囲組織、帰属組織へと拡張するには、自己意識を組織にまで拡
張できるような転換が必要であり、組織への帰属性や依存性がそれに影響を与える。
一方で、危機感とはただの感情であり、感情のまま個人の内面に留まる限り何の効果
も生じない。むしろ、危機感のみが募る状況は個人にとって非常にストレスがたまる
状況であり、危機感から行動へ繋がることが大切である。危機感とモチベーションの
関係性の報告があり、モチベーションの源泉として危機感が果たす役割があると考え
られている16。ここでは、モチベーションの大きさを決める公式＝「(1)目標の魅力」
×「(2)達成可能性」×「(3)危機感」を示しており、(1),(2)の方法を用いてもモチベ
ーションが上がらない場合の背水の陣としての方法であるとされている。状況によっ
ては絶大な効果をもたらすが、方向性を誤ると組織を疲弊させるリスクを伴う。また、
危機感とは意志醸成や行動などに繋がる一要素でしかなく、危機感のみを持っていて
も仕方ない。その危機感を行動に移すためには、ネットワーク形成が重要である。一
方で、明確な意志などがあり行動に繋げていれば、必ずしも危機感を持つことは要し
ないが、危機感とは現状把握意識でもありし、全くないというのは適切ではない。様々
な情報公開を以て、適切な危機感を抱くというのは、将来に向かってベンチマークが
出来ることであり、方向性を大きく誤ることのない健全策とも言い換えられる。ただ
し、危機感がない者に危機感を抱かせることは、不安を煽る事になり適切なことであ
るかは不確実である。しかし、組織運営を行う上で、危機感のない者に危機感を持た
せようとするならば、組織の厳しい環境を克服して今の状態から抜け出すために何を
すればよいのかを正しく認識してもらい、これを実行することを強く訴える必要があ
る。それを受けて、この危機を脱するために、何をすべきかを決め、行動に移すこと
が、正しい危機感を持っていると言えるのである。  
3.2  不安感との違い   
不安感は不安な感じと定義されている（三省堂	大辞林）。不安感は幼児でも持つこと
があるが、幼児や年少時に危機感があるとは考え難い。不安感は置かれた状況の中で、
何をどうして良いか判らない状況であり、成人でも真っ暗闇でよく判らない状態に置
かれると不安が募ってくる。脅え、怖がる状態にあることが不安感であり、何をすべ
きか判らず行動に結びつかない状態にいるときである。その際には我が身を守ること
に終始する状態である。漠然とした不安感は組織を崩壊させ得るが、健全な危機感は
組織を強くする可能性を秘めている。すなわち、漠然とした不安感が組織にある時、
それは健全な危機感に方向転換することが求められる。これから起こり得る環境変化
に対して、ただ意味もなく不安だ、不安だと煽り立てていても何も進展しない。不安
                                                   
16 小笹芳央「組織メンバーのやる気を引き出す要素とは？」日系 BP 社ネット
http://www.nikkeibp.co.jp/article/nba/20081222/181059/?P=2 
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感を飛び越えて、危機感に置き換えなければならない。このように不安（漠然とした
一般的な危険認識）→危機感（かなり明瞭な危険認識で速やかな対応が求められる）
という程度問題、あるいは時間的先後関係として捉えられる。危機感を持つというこ
とと、不安を感じているということは、類似した者ととらわれがちであるが、似てい
るようだが大きく異なる。	
・危機感を持つ・・・成長イメージを持ち、そこに到達するために解決をしなければ
いけない課題を具体的に設定できる。	
・不安感を持つ・・・成長イメージがなく、競合会社や市場の先行きについ漠然と不
安を持っている。	
	 課題が具体化している場合と、漠然としていて見えていないのとでは、将来的に大
きな差を生じる。また、危機感をもつ場合には、長期的には楽観視し、短期的には悲
観している。一方で逆に、不安感を持つ場合には、長期的には悲観視し、短期的には
楽観している。つまり、不安感と危機感の最大の違いは、既に何をすればよいかを解
っているかいないかの違いであり、それを抜け出す行動につながるか否かであると考
えられる。	
 
 
4．調査 
 少子高齢化、外科医不足と叫ばれる昨今の医療事情において、小児医療に関わる医師、
特に私の専門とする小児外科領域では、専門職としての知識・技術・態度をもって、
小児医療サービスの質を向上させ、いかにして提供可能であるかということに対し、
日々改善策を検討している。また、少子高齢化が顕著となってきている近年の国内事
情、医療の高度化・複雑化、激動する医療環境や情報化、患児家族の高度な欲求や多
様化するニーズに対応するために、より正確・迅速に対応可能な人材組織の形成が求
められている。この問題が筆者の主観性のみに依拠するものでなく、臨床で患児と向
き合う小児外科医師にとっても避けられない重要な問題であることをどの程度認識し、
危機感を抱いているのかを把握する目的で、小児外科医師を対象に意識調査を実施し
た。本節では、その調査の結果をまとめる。  
 
4.1  調査概要   
1) 調査名：「小児外科医療の質確保と安全かつ継続的な医療体制の構築」  
2) 調査方法：インターネット上アンケート（無記名方式）  
3) 実施時期2017年9月1日～9月30日（30日間）  
4) 対象者：小児外科医師（小児外科専従医師、小児外科医を志す医師含む）  
5) 抽出法：2017年9月1日時点で筆者がメールを送受信した経験のある小児外科医  
6) サンプル数：有効サンプル数62人（アンケートURL送信数70、回収62枚、無回答
8、有効回収率88.6％）  
7) 性別：男性：女性  
アンケート項目（表1）	  
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・ 筆者がオリジナルで作成した26項目（下記の①～⑥で構成、リッカート尺度利用17）  
・	属性に関する10項目(選択肢から回答) 
・	小児医療に関する自由記載1項目  
①日本の医療事情に関する質問…8問	
医療先進国と言われる日本において、医療の高度化・複雑化、激しく変化する医療環
境や情報化の中で、小児医療に関わる医師が現在の日本の医療をどのようにとらえて
いるのかについて質問した。  
②小児医療に関する質問…2問	
現在の医療事情をふまえて、小児医療の将来はどうなるか、将来的な展望をどのよう
に感じているのかについて質問した。  
③所属施設における人材組織に関する質問…9問	
医療の高度化・複雑化、変化する医療環境や情報化にあって、安心できる医療を提供
するには所属する組織へのコミットメントが重要である。また、組織に勤務する医師
の職務満足感も必要不可欠である。それゆえ、上記の  の質問に続いて、良質な医療
が提供可能な組織であるかどうかを医師の満足度を指標として質問した。  
④自身の職務内容に関する質問…6問	
Maslowの欲求5段階論18は動機づけの取り組みとして使用され、McGregorはX理論・Y
理論19でマネジャーと部下の関係性を提唱し、Herzbergは2要因理論20により動機づけ
と職務満足度について提唱した。いずれもモチベーションを与える要因として職務内
容そのものへ目を向ける必要性が有ることを言及している。さらにHackmanは職務内
容を構成する特性について“職務特性モデル”21として言及している22。ここでは職務
特性モデルをRobbinsの解釈23をもとに理解し、専門職である医師に対して、現状の組
織における満足度と職務内容と個人の能力について質問項目を作成した。  
⑤人材育成に関する質問…1問	
良質な医療の提供には、職場環境の改善と人材育成が必要である。ここでは、①〜④
の質問に加え、人材育成についてどのように感じ、取り組んでいるのかを質問した。  
⑥属性に関する質問…10問	
所属組織、経験など、置かれた環境によって医療、組織に対する姿勢が異なると考え、
属性に関する詳細を質問した。  
  
                                                   
17 リッカート尺度：アンケート等で使用される心理検査的回答尺度。本件では「全くそう思う」を 5、
「全くそう思わない」を 1 として 5 段階尺度により調査  
18 A. Maslow, Motivation and Personality (New York: Harper and Row,1954) 
19 D. McGregor, The Human Side of Enterprise (New York:McGraw-Hill,1960) 
20 F. Herzberg, B. Mausner, B. snyderman, The Motivation to Work (New York:Wiley,1959) 
21 JR. Hackman, GR Oldham, “Motivation Through the Design of Work: Test of a Theory”, 
Organizational Behavior and Human Performance, Augusut 1976, pp.250-79 
22 職務特殊性モデル：職務は技能多様性 , タスク完結性 , タスク重要性 , 自立性 , フィードバックの 5
つの中核的職務特性を用いて説明可能であるという Hackman の提唱説  
23 SP. Robbins/高木春夫訳  「  (新版 )組織行動のマネジメント -入門から実践へ」ダイヤモンド社 , 2009, 
pp.92-95 
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表 1:	質問項目一覧	
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4.2  調査の単純集計の結果（調査回答者の属性）   
上記調査を実施した結果、無記名インターネットアンケートによる 62 名の特色を示
す。男女比は 8:2 (51 人 :11 人)と男性医師の割合が多かった。年齢・医学部卒業年度・
小児外科経験年数結果より 2004 年以降研修医の新臨床研修医制度 24が開始されたが、
今回の調査では回答者の 45.9％がスーパーローテーション以前に研修を開始した臨床
経験 10 年を超えた中堅クラス以上の小児外科医師からの回答であった。しかしながら、
専門医資格・ベテラン度調査においては指導医以上の資格を有する医師は 25%に留ま
るとともに、経験年数に比し、自己意識の中で自己をベテランと認める医師は 33.9%
に留まった。これは図 5-7 に示す年間の手術執刀症例数 200 例以下の小児外科医が
73.3%であったことと、個別インタビューで手術経験数の不足により、手術への自信が
持てないと回答が得られた事とも関連性が考えられた。今回の調査では主に関東圏の
小児外科医からの返答が多く(62.3%)、東北地方からの回答が得られず、地域性に関し
ては首都圏とそれ以外という分け方に留まった。勤務先・勤務雇用形態では大学病院
が最も多く、未だ無給大学職員が 4.9%認められた。  
  
                                                   
24	スーパーローテーション制度：2004 年 4 月 1 日より開始されたプライマリ・ケアを中心とした幅広い
診療能力の習得を目的として、2 年間の臨床研修を義務化するとともに、適正な給与の支給と研修中の
アルバイトの禁止などが定められた。「新たな医師臨床研修制度」のホームページ（厚生労働省）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/rinsyo/index.html	
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図 5-1:	男女比	
 
	
図 5-2:	年齢	
 
	
図 5-3:	医学部卒業年度	
 
	
図 5-4:	小児外科経験年数	
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図 5-5:	専門資格取得状況	
 
 
図 5-6:	ベテラン度	
 
 
図 5-7:	昨年度の手術執刀数(症例数)	
 
 
図 5-8:	勤務地域	
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図 5-9:	勤務先内訳	
 
図 5-10:	勤務先雇用形態	
 
（出所）＊図 5-1〜10 は筆者作成	
 
4.3  調査の単純集計の結果（本調査への回答）  
リッカート尺度（5 段階尺度）を使用し、表 1 の属性を除く 26 項目に対し「まったく
そう思う(5 点)」 ,「どちらかといえばそう思う(4 点)」 ,「どちらともいえない(3 点)」 ,
「どちらかといえばそう思わない(2 点)」 ,「まったくそう思わない(1 点)」のいずれか
を選択する方式とした。  
回答者の平均値が最も高かった項目は「医療組織の改革は必要である(4.39 ± 0.68)」で
あり、最も平均値が低かった項目が「現在のままで医療の質は維持できる(1.77 ± 0.89)」
であった。いずれの項目も現在の医療に対する危機感を示唆する内容であった。  
 
4.4  分析  
現在の小児外科医療事情を背景に、今後の医療に対する危機感を 26 質問項目で因子分
析を施行した。因子抽出には主因子法を用いて実施した。スクリープロットの形状か
ら固有値の変化は 5 因子が妥当であると判断し、主因子法・プロマックス回転にて因
子分析を施行した。得られた因子パターンを表 2 に提示する。分析過程において各項
目の因子負荷が 0.40 に満たなかった 7 項目は除外した。  
除外項目：「日本の医療の質は高い」,	「国民皆保険制度はすばらしい」,	「現在のま
まで医療の質は維持できる」,	「医療組織に満足している」,	「医療組織の改革は必
要である」,	「医療組織の改革には弊害がある」,	「仕事の最初から最後まで全てに
関わりたい」	
パターン因子分析より、各因子を因子 1「満足度」,	因子 2「人材と組織」,	因子 3「危
機感・将来性」,	因子 4「医療の質」,	因子 5「責任感」と命名し表 2 に示す。	
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表 2:	因子パターン	
	
 
（出所）筆者作成  
 
各因子について信頼性分析を行い、各因子の Cronbach のアルファを求めた(表 3)。除
外すべき因子はないと判断し以降の分析を施行した。	
 
表 3:	各因子の信頼性分析	
 
 
（出所）筆者作成  
	
因子間の重回帰分析	
因子のうち「危機感・将来性」を従属変数とし、「満足度」,「人材と組織」,「医療
の質」,「責任感」,「属性の各項目」を独立変数として分析を行った。係数より、小
児医療の危機感・将来性に対して、「満足度」と「地域（地方であること）」は有意
差を持って影響を及ぼしていることが明らかとなった(表 4)。	
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表 4:	重回帰分析	 係数	
	
	
（出所）筆者作成  
 
 
5．考察：調査結果を基にした分析  
本調査から職務満足度が高いことと、危機感・将来性の項目が正の相関に有ること
が示された。調査中の④自身の職務内容についての項目は、職務特殊性に直接関与し、
以下のように分類される。	
1. 「多様な能力を発揮できる」は技能多様性(Skill	Variety)を示す内容であり、自
分の能力が発揮される特性が職務内に内在していることでモチベーションに繋が
る。医師の仕事は、多種多様な能力・技術を要するため、本稿では 53.2%の肯定的
な回答が得られた。	
2. 「仕事の最初から最後まで全てに関わりたい」はタスク完結性(Task	identity)を
示し、職務の始まりから完結までの流れ全てに関わることでプロセスの一部に過ぎ
ない単純作業なども意味合いが異なり、職務に意味があると感じられるようになり、
モチベーションに繋がる。64.5%の肯定的な回答が得られた。	
3. 「重要な仕事をしていると感じる」はタスク重要性(Task	significance)を示す内
容であり、自分の仕事が重要な内容であると認識することが出来ることで、自己重
要感が満たされてモチベーションは維持される。72.6%の肯定的な回答が得られた。	
4. 「自分の仕事については自分で決定できる」は自律性（Autonomy）を示し、自分の
する仕事に対し意思決定権があると自律性が確保され、モチベーションにポジティ
ブに働く。自分のすることは自分で決定する自己決定権はやる気を引き出す要因で
ある。66.1%の肯定的な回答が得られた。	
5. 「仕事の結果についてフィードバックがある」はフィードバック(Feedback)を示し、
自分が行った仕事へのフィードバックがあり、手応えを確認出来るかどうかはモチ
ベーションを左右し、やる気の重要な要素となる。64.5%の肯定的な回答が得られ
た。	
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図 6:	職務特殊性	
 
（出所）筆者作成  
 
職務特殊性における回答はいずれも肯定的な結果であり、医師の職務に対するモチベ
ーション・満足度へと繋がる結果であった。また、無記名形式のコメントの中には今
後に繋がるポジティブな意見として、「医療者のレベルアップのみならず、患者とな
る顧客のヘルスケアへの理解を政策として高めることも必要である」という、医師と
患者の意識の統一、ギャップの縮小化を求めるものや、「将来のビジョンを持った上で、
そのために必要な育成プログラムを構築することが必要である」という前向きな意見
も得られた。一方で、「経験できる症例数、疾患の幅が少なく、現在の施設では満足し
ているとは言えない。小児医療は集約化を考えるべきである」、「少子高齢化社会や医
療費切迫などの状況の中、各医療施設やスタッフは身を切り詰めて仕事をしていると
感じている」、「日本の社会事情や民度の高さゆえ求められる医療需要水準に、医療従
事者が疲弊してしまうことを危惧する」コメントが得られた。全ての回答者が高い職
務特殊性を示したわけではないが、いずれのコメントも現状を単純に悲観的に捉えて
いるわけではなく、将来を見据えた打開策を提案しているものであった。  
	 医師は、他の医師にはない優れた知識や技術を提供することによって、患者・家族
の満足感はより高まる。治療や手術が成功している限り不満に思われることは少ない。
小児外科医は自分が生命の危険にさらされることは少ないが、自分のスキルによって
患児の生命を左右し、その家族の運命をも決めてしまう可能性があるため非常にスト
レスの高い職務である。しかしながら、自己の決定権を持ちつつ、十分なサービスを
提供し、職務を完結することができれば、患者からの満足や信頼を得られるだけでは
なく、次のステップへのモチベーションに繋がり、現状を俯瞰的に診ることが可能と
なる。  
	 地方医療に関わる小児外科医師が現状に対して危機感を募らせているコメントとし
ては、「地域によって症例と医師の偏在があり、また施設の給料形態の違いもあるた
め、小児外科などの少人数の診療科では 1 施設の中でも医師のキャリアや経験症例の
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バランスを継続して維持することができない」、「小児外科医は人数が少ないだけでな
く、地域の偏在も著しい。学閥にとらわれない組織の構築が必要である」、「地方の人
材不足は深刻であり、現行の体制では医療の質が保てなくなる」、「症例も成人に比べ
て少なく、若手まで行き渡らないことにも問題があり、魅力を感じることがないまま
志半ばで転科してしまう若手医師も少なくないと考えられ、人材確保が急務である」、
「自分の経験値が低く、スキルも不十分であるがために後輩への指導を行う自信がな
い」との率直な意見が得られた。各地域において少人数で、限られた症例を高水準の  
医療レベルで提供することには限界がある。一方で、得られたコメントは現状を直視
しており、なんとかして現状を打開できないだろうかという悲鳴のようにも感じられ、
悲壮感が漂う。  
	 また、日本の小児外科医療を客観的に評価したコメントとしては、「症例に比し施設
数が多すぎることで、手術手技の質の低下、教育の不足につながっている」、「デー
タも多施設研究に頼るしかなくなり、将来的には日本から新しい情報を発信すること
は出来ないと考えられる」、「今の若手に必要なのは外科医の手術に見合うだけの給
料の保証とトレーニングを受けられることへの保証であり、そのためには海外同様に
セレクションによる採用枠性を導入しても良いと考えられる」との意見が得られた。	  
これらのコメントをもとに、フランスと米国の医師育成に関して調査を施行した。  
	 フランスでは日本と異なり、私立公立の医学部は無く、基本的にすべて国立の大学
での教育が行われている。国立大学であるため医学部の学費も年間数万円のみでよい
とされている。しかしながら、教養課程から専門課程への進級が大変難しいとされ、
更には卒業時のコンクールと呼ばれる成績試験の上位から専門科の選択が可能である
ため、卒業後に自分の希望科へ進むことができない可能性がある。全ては学生時代の
成績に左右される。  
	 また、米国で小児外科医となるためには、accredited pediatric surgery fellowship（認
定小児外科フェローシップ、2 年間のプログラム）に合格する必要があり、Accredited
なフェローシップを終えると小児外科医としての専門医試験を受ける資格が得られ、
これに合格するとアメリカで小児外科医として初めて独立できる事になる。
Non-accredited のものには、小児集中治療、外傷、血管異常、胎児手術などに特化した
1 年のフェローシップがあり、知識と技術の習得には繋がるものの、フェローシップ後
に小児外科医としてアメリカで独立することは認められていない。また、Accredited な
フェローシップの採用枠は全米とカナダを含めてわずか 45 枠に限られており、非常に
狭き門である。しかし、採用されると一人前の小児外科医を育てるために、豊富な症
例経験とともに徹底したトレーニングが受けられる。卒業するための総手術症例数は 2
年間合わせて 800 例とされているが、殆どの施設で 1000 例以上の経験を積む事ができ
ている。  
	 日本の小児外科施設で年間 1000 例以上の手術を行っている施設は数施設に限られ
る。殆どの施設が年間 200 件程度の少ない症例数を、いかにしてクオリティを高く提
供できるかを検討している。しかし、後輩への指導に自信が無いとの意見からも理解
出来るように、現状の教育制度では限界があり。フランス、米国の方式を真似る必要
はないが、ある程度の組織の集約化、セレクションによる小児外科医のステータス確
保は現状の打開策となり得る。また、今後継続した質の高い医療の提供には、指導者
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教育も必要である。  
	 良 い 外 科 医 の 条 件 と し て 、 一 般 的 に は 器 用 さ （ テ ク ニ ッ ク ） や 性 格 が 挙
げ ら れ る が 、 最 も 重 視 さ れ る の は 認 知 ・ 行 動 （ ス キ ル ） で あ る 。 術 中 の 危
な い 行 動 や 乱 暴 さ は 自 分 だ け で な く 看 護 師 の 離 職 率 な ど と い っ た 形 で 周 り
に も 及 ぶ こ と が 明 ら か に な っ て お り 、 患 者 安 全 に 関 わ る ヒ ュ ー マ ン フ ァ ク
タ ー の 中 で は 「 性 格 や 個 性 」 で は な く 「 行 動 や メ ン タ ル モ デ ル 」 と い っ た
改 善 可 能 な モ デ ル を 作 る こ と が 大 切 で あ る 。 欧米では手術に関わるチーム全体
のメンバーにノ ン テ ク ニ カ ル ス キ ル が 求 め ら れ て い る 。 し か し 、 日 本 で は 最
近 に な っ て 漸 く こ の 考 え が 取 り 入 れ ら れ る よ う に な っ て き た 。 指 導 者 を 対
象 と し た リ ー ダ ー シ ッ プ コ ー ス の よ う な 実 践 的 な 教 育 プ ロ グ ラ ム の 開 始 が
必 要 で あ る 。 質 の 高 い チ ー ム を 構 成 で き る の は 多 職 種 に 及 ぶ 医 療 プ ロ フ ェ
ッ シ ョ ナ ル 達 で あ る 。 今 後 は 手 術 室 内 に お け る 外 科 医 や 看 護 師 、 技 師 な ど
の 行 動 分 析 も 必 要 に な る だ ろ う 。 こ う し た 分 析 が で き る 人 材 育 成 も 望 ま れ
る 。 そ し て 、 患者・家族とともに質の高い医療を実現するためには、各医療スタッ
フの専門性を高め、それぞれの業務・役割を拡大し、かつ、各スタッフが互いに連携
することで、患者の状況に的確に対応した医療を提供することが重要であり、組 織 横
断 的 な 連 携 が 進 む こ と で 医 療 の 質 が 保 た れ る 。  
人口減少、少子高齢化が進む日本の小児外科領域では、今後症例数の十分な確保は難
しい。限られた症例を施設間で奪い合うのではなく、既存の質の高い医療を国外に提
供する新たな発想の転換、視野の拡大もまた一つの打開策となる可能性がある。2010
（平成22）年6月18日に閣議決定された「新成長戦略」において、国際医療交流（外国
人患者の受入れ）の推進が示された。アジア等で急増する医療ニーズに対し、最先端
の機器による診断やがん・心疾患等の治療、滞在型の慢性疾患管理など日本の医療の
強みを提供しながら、国際交流と国内医療技術のさらなる高度化につなげることが政
策として打ち出された。さらに、2011（平成23）年度には、外国人患者を受け入れる
医療機関の質の確保を図ることを目的に、外国人患者の受入に資する医療機関の認証
制度の整備に向けた取組みを開始した。厚生労働省としては、国民に対する医療の確
保が阻害されることのないよう十分留意しながら、医療の国際化を進めることとして
いる。	
また、発展途上国の医療水準の向上や我が国の医療技術のさらなる発展を促進するた
め、日本と外国の医療従事者間の国際交流を進展させることも重要である。	
	今後の課題として、本稿では調査事例が少なく、得られた結果と分析方法に関しての
妥当性を再度判断することが望ましいと考える。また、所属する組織の規模やその形
態、社会情勢により影響を受ける因子が異なる可能性があることが挙げられる。さら
に、医療は医師のみで成り立つことは不可能であり、多職種との交わりにより初めて
成り立つ組織であり、本稿では、医師のみに限定した調査であっため、断片的な検討
に留まった。再度多職種との比較検討を行うことで、個人・組織への満足度や危機感
に与える影響が異なってくると予測される。	
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6．結論  
	 医師は専門職であり、職務特殊性モデルの動機づけの観点からすると、有意義感・
責任感の経験、結果に対する情報認識を得やすい職務である。この 3 つの心理状態が
多く存在することでモチベーションが高まり、満足感が得られると Hackman は提唱し
ており、職務の成果が個人の成長欲求の強さへと変換される。  
	 本稿で得られた職務満足度が高い医師ほど現状をよく把握しており、医療の将来を
見据えた準備として危機感を募らせていることになる。これは本稿で定義した“危機
感”に矛盾しない結果であり、「正の危機感」と言えよう。一方で人口が多く、少子
化がまだ現実的ではない関東圏と比較し、既に少子化に直面し現場で働く小児医療の
医師は、専門職であることから患児の状況が改善すれば、職務の達成度から高い満足
度は得られるものの、日々の診療に追われることで、今後の将来性が見えない不安に
かられている。専門職であるがゆえに表面化されない点ではあるが、これは自己の成
長欲求、モチベーションを奪いかねない「負の危機感」または、単純に不安感と定義
づけられる可能性がある。  
	 一般的に、報道などでは医療の問題点ばかりが取り上げられる傾向にあり、医療従
事者だけでなく、一般の方には医療に対する不安、不信感を募らせる傾向にある。し
かしながら、将来を見据えた建設的な議論を行うためには、日本の医療の立ち位置が
どこにあり、国際的に見て、今の日本の医療・医療システムがどのポジションにある
かを俯瞰的に冷静な判断が求められている。様々な情報が錯綜する昨今、日本の医療
に役立つ良い情報だけでなく、悪い情報においてもきちんと方向性を持って受け止め
る冷静な判断が求められている。今、医療従事者に必要なことは、専門職であるが故
に、自分の成長をもたらすモチベーションを確保すると共に、症例の目標設定をいか
に定めるかにある。明確なビジョンを冷静に確定することで、我々医療界が直面して
いる問題に対する不安感はなくなり、ポジティブな危機感に変換する事が可能となる。 
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Appendix 
	 本研究を遂行するにあたり、調査開始から終始暖かく見守り、ご指導頂きました杉
浦正和教授に深く感謝いたします。また、本研究の意識調査に回答して頂きました日
本小児外科学会会員の方々に感謝の意を表します。夜間主総合人材ゼミのメンバーに
は、専門職に就いていて視野が狭くなっていた私に、いろいろな角度からアドバイス
して頂き有難うございました。お互いに刺激し合うことで、楽しく有意義で濃厚な時
間を過ごすことができました。  
	 本研究を通じて、組織における危機感と満足度、人のモチベーションには深い関係
性があることを認識しました。医療の組織改革にはまだまだ時間が必要であることを、
本研究から改めて実感しましたが、解決すべき課題は明らかとなりつつあり、修正可
能な問題から徐々に取り組む必要があると考えられます。本研究、WBSで学んだこと
を生かし、日本の小児医療に貢献できるようさらに努力して参りたいと思います。	
	 最後になりましたが、WBSに通学することを応援してくれた家族に心からの感謝を
述べて謝辞とさせていただきます。  
2017年1月10日  
岡和田学  
 
 
 
 
